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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第14期
第１四半期
連結累計期間

第15期
第１四半期
連結累計期間

第14期

会計期間
自　2021年４月１日
至　2021年６月30日

自　2022年４月１日
至　2022年６月30日

自　2021年４月１日
至　2022年３月31日

売上高 （百万円） 25,327 23,232 103,760

経常利益 （百万円） 1,577 15 7,689

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）

（百万円） 1,208 △155 5,176

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,316 △38 5,380

純資産額 （百万円） 67,816 71,083 71,921

総資産額 （百万円） 132,666 131,352 133,337

１株当たり四半期（当期）純利

益又は１株当たり四半期純損失

（△）

（円） 205.23 △26.34 877.61

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 50.5 53.5 53.2

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。

２　「潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益」については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため、また、当第１四半期連結累計期間は１株当たり四半期純損失であるため、記載していません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。

EDINET提出書類

川田テクノロジーズ株式会社(E21955)

四半期報告書

 2/19



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当第１四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）財政状態及び経営成績の状況

①　財政状態の状況

　当第１四半期連結会計期間末における「資産の部」は131,352百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,984百

万円（△1.5％）減少しました。これは主に、現金預金が3,689百万円増加し、受取手形・完成工事未収入金等が

6,929百万円減少したことによるものであります。

　また、「負債の部」は60,268百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,146百万円（△1.9％）減少しました。

これは主に、未成工事受入金が2,615百万円増加し、未払法人税等が912百万円、賞与引当金が1,260百万円、長

期借入金が956百万円それぞれ減少したことによるものであります。

　一方、「純資産の部」は71,083百万円となり、前連結会計年度末に比べ837百万円（△1.2％）減少しました。

これは主に、親会社株主に帰属する四半期純損失の計上等により利益剰余金が745百万円減少したことによるも

のであります。この結果、自己資本比率は前連結会計年度末の53.2％から53.5％となりました。

 

②　経営成績の状況

　当社グループの当第１四半期連結累計期間における業績は、売上高23,232百万円（前年同四半期比8.3％

減）、営業損失394百万円（前年同四半期は営業利益966百万円）、経常利益15百万円（前年同四半期比99.0％

減）、親会社株主に帰属する四半期純損失は155百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純利益

1,208百万円）となりました。受注高につきましては28,247百万円（前年同四半期比14.1％増）となりました。

 

　なお、セグメントの業績は、次のとおりであります。（セグメントの業績については、セグメント間の内部売

上高等を含めて記載しています。）

 

（鉄構セグメント）

　当セグメントの中の鋼製橋梁事業につきましては、受注高は高速道路会社や地方自治体発注の工事を積み重ね

ることができたものの、前年同四半期において高速道路会社発注の大型工事の受注があった反動で前年同四半期

を下回りました。売上高は、高速道路会社をはじめとした大型工事が設計段階にあるものが多く、進捗が伸びな

かったことで前年同四半期より減少し、損益面においても売上ボリューム減少に伴い、前年同四半期を下回る結

果となりました。

　鉄骨事業につきましては、受注高は九州地区における大型工事を受注できたことで前年同四半期を上回りまし

た。売上高は、首都圏に加え、関西地区においても大型工事が概ね順調に進捗したことにより前年同四半期を上

回る結果となり、損益面においても、大型工事での原価低減が図れたことに加え、複数の工事において設計変更

が獲得できたことにより前年同四半期を上回る結果となりました。

　セグメント全体では売上高11,007百万円（前年同四半期比4.1％減）、営業利益594百万円（同34.4％増）とな

りました。また、受注高は12,475百万円（同19.3％減）となりました。

（土木セグメント）

　土木セグメントにつきましては、受注高は高速道路会社における大型の新設ＰＣ橋梁と床版取替工事の更新工

事が受注できたことで8,167百万円（前年同四半期比55.8％増）と前年同四半期を大幅に上回ることができまし

た。

　売上高は、高速道路会社の更新工事と保全工事は概ね順調に進捗したものの、新設橋梁が前年同四半期より減

少したことにより7,404百万円（同14.3％減）となりました。また損益面につきましても、新設橋梁の売上ボ

リューム減少による影響に加え、更新、保全事業において発注者との設計変更協議までに至らず原価が先行する

工事が多かったことで営業損失185百万円（前年同四半期は営業利益930百万円）という結果になりました。
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（建築セグメント）

　建築セグメントにつきましては、受注高はシステム建築において大型冷凍倉庫案件が受注できたことにより

4,049百万円（前年同四半期比373.6％増）となりました。

　売上高は、システム建築の大型工事が設計段階にあるものが多く、進捗が伸びなかったことで2,156百万円

（同25.6％減）となり、また損益面につきましてはシステム建築をはじめとした複数の工事において、資機材な

どの調達コストの増加などにより、当初の見積段階より見込原価が増加したことにより営業損失354百万円（前

年同四半期は営業利益143百万円）という結果になりました。

（ソリューションセグメント）

　ソリューションセグメントにつきましては、製品単価改定や新規契約者増加によるソフトウエア関連事業の売

上増加に加え、設計受託事業も順調に推移したことにより、受注高1,801百万円（前年同四半期比12.2％増）、

売上高1,454百万円（同18.9％増）、営業利益390百万円（同49.9％増）となりました。

（その他）

　その他につきましては、航空関連事業において定期路線事業での搭乗数の回復等により損益面の改善が見られ

たものの、橋梁付属物の販売が前年同四半期を下回ったことによる損益面の悪化で、売上高は1,562百万円（前

年同四半期比1.3％減）、営業損失169百万円（前年同四半期は営業損失239百万円）となりました。

 

(2）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(3）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期連結累計期間において当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な

変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、261百万円であります。なお、当第

１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
(2022年６月30日)

提出日現在発行数
（株）

(2022年８月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,915,870 5,915,870
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 5,915,870 5,915,870 － －

（注）　提出日現在発行数には、2022年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は含まれていません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2022年４月１日～

2022年６月30日
－ 5,915 － 5,285 － 7,286

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2022年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしていま

す。

①【発行済株式】

    2022年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）
－

単元株式100株
普通株式 3,600

（相互保有株式）
－

普通株式 10,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,848,300 58,483 同上

単元未満株式 普通株式 53,970 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  5,915,870 － －

総株主の議決権  － 58,483 －

（注）　当社は、2022年５月12日開催の取締役会決議に基づき、当第１四半期会計期間において自己株式56,200株を取

得しました。その結果、当第１四半期会計期間末日現在の自己保有株式数は59,800株、相互保有株式数は0株

となっています。

 

②【自己株式等】

    2022年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式
数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）      

川田テクノロジーズ

株式会社

富山県南砺市

苗島4610番地
3,600 － 3,600 0.06

（相互保有株式）      

富士前鋼業株式会社
東京都北区赤羽西

１丁目７番１号
10,000 － 10,000 0.17

計 － 13,600 － 13,600 0.23

（注）　当社は、2022年５月12日開催の取締役会決議に基づき、当第１四半期会計期間において自己株式56,200株を取

得しました。その結果、当第１四半期会計期間末日現在の自己保有株式数は59,800株、相互保有株式数は0株

となっています。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しています。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けています。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 13,761 17,450

受取手形・完成工事未収入金等 48,679 41,749

未成工事支出金 189 286

その他の棚卸資産 921 1,133

その他 2,936 4,334

貸倒引当金 △6 △5

流動資産合計 66,482 64,948

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） 6,070 5,969

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 3,106 2,944

航空機（純額） 704 922

土地 14,958 14,958

リース資産（純額） 1,067 1,000

建設仮勘定 74 87

有形固定資産合計 25,982 25,883

無形固定資産 1,108 1,118

投資その他の資産   

投資有価証券 2,343 2,526

関係会社株式 35,067 34,264

繰延税金資産 1,644 1,888

その他 724 738

貸倒引当金 △15 △15

投資その他の資産合計 39,764 39,401

固定資産合計 66,854 66,403

資産合計 133,337 131,352
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 18,880 18,963

短期借入金 5,717 4,950

１年内返済予定の長期借入金 4,548 4,265

１年内償還予定の社債 440 440

リース債務 419 417

未払法人税等 1,114 202

未成工事受入金 3,508 6,124

前受収益 1,820 1,844

賞与引当金 2,342 1,081

完成工事補償引当金 178 165

工事損失引当金 2,070 2,151

その他 5,694 6,016

流動負債合計 46,734 46,623

固定負債   

社債 1,040 965

長期借入金 8,138 7,181

リース債務 758 688

繰延税金負債 90 89

再評価に係る繰延税金負債 1,474 1,474

役員退職慰労引当金 565 611

退職給付に係る負債 2,331 2,364

資産除去債務 132 132

負ののれん 93 88

その他 56 49

固定負債合計 14,680 13,645

負債合計 61,415 60,268

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,285 5,285

資本剰余金 10,769 10,766

利益剰余金 51,605 50,859

自己株式 △44 △208

株主資本合計 67,616 66,704

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,251 1,396

土地再評価差額金 977 977

為替換算調整勘定 620 620

退職給付に係る調整累計額 536 520

その他の包括利益累計額合計 3,384 3,514

新株予約権 1 1

非支配株主持分 918 863

純資産合計 71,921 71,083

負債純資産合計 133,337 131,352
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年６月30日)

売上高 25,327 23,232

売上原価 21,836 20,930

売上総利益 3,491 2,302

販売費及び一般管理費 2,524 2,696

営業利益又は営業損失（△） 966 △394

営業外収益   

受取利息及び配当金 105 24

受取賃貸料 36 36

負ののれん償却額 5 5

持分法による投資利益 612 414

補助金収入 87 93

その他 25 37

営業外収益合計 873 612

営業外費用   

支払利息 102 48

賃貸費用 121 123

その他 37 30

営業外費用合計 262 202

経常利益 1,577 15

特別利益   

抱合せ株式消滅差益 18 -

補助金収入 0 0

特別利益合計 18 0

特別損失   

抱合せ株式消滅差損 - 327

固定資産圧縮損 0 0

投資有価証券評価損 50 -

特別損失合計 50 328

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
1,545 △312

法人税、住民税及び事業税 36 146

法人税等調整額 277 △293

法人税等合計 314 △147

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,231 △165

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
22 △9

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
1,208 △155
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,231 △165

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △62 128

退職給付に係る調整額 △19 △15

持分法適用会社に対する持分相当額 167 13

その他の包括利益合計 85 126

四半期包括利益 1,316 △38

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,293 △25

非支配株主に係る四半期包括利益 22 △12
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

　該当事項はありません。

 

（会計方針の変更等）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定会

計基準適用指針」という。）を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項

に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用するこ

ととしています。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

　該当事項はありません。

 

（追加情報）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

（グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱いの適用）

　当社及び一部の国内連結子会社は、当第１四半期連結会計期間から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行して

います。これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を

適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日。以下「実務対応報告第42

号」という。）に従っています。また、実務対応報告第42号第32項(1)に基づき、実務対応報告第42号の適用に伴う会

計方針の変更による影響はないものとみなしています。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及び負ののれんの償却額は、

次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年６月30日）

減価償却費 673百万円 668百万円

負ののれんの償却額 △4　〃 △4　〃

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月29日

定時株主総会
普通株式 473 80 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、当第１四半期連結会計期間より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年

３月31日。）等を適用しています。これにより、利益剰余金の当期首残高は144百万円増加しています。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月29日

定時株主総会
普通株式 591 100 2022年３月31日 2022年６月30日 利益剰余金

（注）2022年６月29日定時株主総会決議による１株当たり配当額には、グループ創立100周年記念配当20円を含んでい

ます。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 鉄構 土木 建築

ソリュー
ション

計

売上高        

一時点で移転される財 44 11 75 146 277 767 1,045

一定の期間にわたり移転さ

れる財
11,182 8,560 2,776 1,000 23,520 732 24,252

顧客との契約から生じる収

益
11,226 8,572 2,851 1,147 23,797 1,500 25,298

その他の収益 7 9 － － 17 12 29

外部顧客への売上高 11,234 8,581 2,851 1,147 23,815 1,512 25,327

セグメント間の内部売上高

又は振替高
243 61 45 76 427 71 498

計 11,477 8,642 2,897 1,223 24,242 1,584 25,826

セグメント利益又は損失

（△）
441 930 143 260 1,776 △239 1,537

（注）　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、航空、不動産売買・賃貸に関する事

業等を含んでいます。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 1,776

「その他」の区分の損失（△） △239

セグメント間取引消去 △76

全社費用（注） △626

その他の調整額 132

四半期連結損益計算書の営業利益 966

（注）　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 鉄構 土木 建築

ソリュー
ション

計

売上高        

一時点で移転される財 34 － 39 135 208 817 1,026

一定の期間にわたり移転さ

れる財
10,823 7,310 2,117 1,248 21,500 660 22,161

顧客との契約から生じる収

益
10,857 7,310 2,156 1,383 21,709 1,478 23,187

その他の収益 7 5 － － 13 31 44

外部顧客への売上高 10,865 7,316 2,156 1,383 21,722 1,509 23,232

セグメント間の内部売上高

又は振替高
142 87 － 71 301 53 354

計 11,007 7,404 2,156 1,454 22,023 1,562 23,586

セグメント利益又は損失

（△）
594 △185 △354 390 443 △169 273

（注）　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、航空、不動産売買・賃貸に関する事

業等を含んでいます。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 443

「その他」の区分の損失（△） △169

セグメント間取引消去 △71

全社費用（注） △688

その他の調整額 91

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △394

（注）　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益又は

１株当たり四半期純損失（△）
205.23円 △26.34円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

（百万円）

1,208 △155

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益又は親会社株主に帰属する四半期純損失

（△）（百万円）

1,208 △155

普通株式の期中平均株式数（株） 5,890,429 5,892,729

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 － －

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（株） － －

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、ま

た、当第１四半期連結累計期間は１株当たり四半期純損失であるため、記載していません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2022年８月８日

川田テクノロジーズ株式会社

取締役会　御中

 

太陽有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 桐川　　聡　㊞

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 金子　勝彦　㊞

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている川田テクノロ

ジーズ株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2022年４月１日か

ら2022年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、川田テクノロジーズ株式会社及び連結子会社の2022年６月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど
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うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しています。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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